
＜新潟スポーツムーブメント推進事業＞ 

スポーツ振興支援事業実施要項 

 

公益財団法人 新潟県スポーツ協会 

 

１ 目的 

スポーツ団体が実施するスポーツ事業の開催を支援することで、新潟県におけるスポーツの

普及・振興を図る。 

 

２ 補助対象団体 

（１）補助対象団体は、下記のいずれかに該当する団体とする。 

   なお、ウ及びエについては、別に定める団体概要に関する書類を提出すること。（過年度に

おいて提出済みで団体概要に大きな変更がない場合及び本会が特に認めた場合は、提出を免

除する。） 

ア 公益財団法人新潟県スポーツ協会（以下「本会」という。）の加盟団体 

イ 市町村スポーツ少年団 

ウ 法人格（公益財団・社団法人、NPO 法人等）を有する新潟県内の非営利スポーツ団体 

エ 本会が特に認めた非営利スポーツ団体 

（２）補助対象団体が他の団体等と共同開催又は実行委員会方式で実施する事業については、本

会が補助対象団体の関与の度合い等を判断し、補助対象とする場合がある。 

 

３ 補助対象事業及び審査 

対象事業は、原則として下記のとおりとする。 

（１）補助対象団体が開催するスポーツ事業（大会、講習会、研修会等）とする。 

（２）県レベルにおける多様な競技種目や広域的なスポーツの振興を図るため、事業の採択にあ

たっては次の事業を優先（優先順位は①～④の順）する。ただし、本会が特に認めた場合は

この限りでない。 

① 本会加盟競技団体で国民体育大会正式実施競技（毎年実施）以外の競技の普及・振興を

図る事業。 

② 複数の市町村スポーツ（体育）協会等が連携して実施する事業。 

③ ア以外の県の競技団体が実施する事業。 

④ その他事業 

（３）補助事業表示（実施要項第 11 項）の有無も審査対象とする。 

   なお、報告書提出期限の遵守、事業補助の表示、写真等の提出物の有無について、前年度

に不備等があった場合は、次年度の審査に反映する場合がある。 

（４）申請数は１団体１件とする。 

 

４ 補助金額等 

  補助金額は原則として対象経費総額の３分の２以内とし、上限（10 万円）の範囲内で本会が

決定する。 

   

５ 事業実施期間 

平成 31 年４月１日から令和２年３月 31 日まで。 

 

６ 補助対象の範囲及び経理処理 

（１）別表で定める補助対象事業の実施に直接必要となる経費とし、補助対象団体の財産（施設、

設備及び備品等）の取得のための経費、大会開催事業における事前、事後の役員連絡調整会

議等の経費及び事業の実施に直接必要と認め難い経費等は原則として除くものとする。 

（２）領収証等の会計証拠書類は、補助対象団体で責任をもって最低５年間保管すること。 

（３）会計証拠書類は、本会が提出を求めた場合、速やかに提出できるよう完備・保管しておく

こと。 

（４）経理処理に関しては、補助対象団体の規程等に基づき適正に処理すること。 



７ 補助金の交付申請及び決定通知等 

（１）別に定める期日までに補助金交付申請書（様式１）を本会に提出すること。 

（２）交付申請書が提出された後、本会で申請事業を審査して対象事業の可否と交付額を決定し、

申請者に通知する。 

（３）原則として精算払いとする。 

 

８ 事業実施報告書の提出 

（１）事業が完了した日から１ヶ月以内、又は３月 31 日までのいずれか早い日までに下記に留意

のうえ、事業実施報告書（様式２）を本会に提出すること。 

（２）事業実施報告書に添付する「関係書類」については、下記のとおりとする。 

 ア 事業実施要項 

    実施（開催）要項を提出すること。 

イ 成績結果 

大会等の事業は、成績結果も添付すること。 

ウ 記録写真 

事業内容（会場全景、大会・講演会看板、式典や競技・試合の模様、講演者等）が分か

る写真数枚を必ず提出すること。また、デジタルカメラで撮影した場合は、メール添付や

記録電子媒体（CD-R 等）による提出でもよい。 

エ その他参考資料 

大会プログラム・講演会パンフレットなどの印刷物（冊子等）及び参加賞などは現物を

必ず提出すること。ただし、参加賞現物の提出が困難な場合は写真でもよい。 

 

９ 補助金の確定 

（１）事業実施報告書の内容審査（必要に応じてその他の方法で調査等を実施）により、実施し

た事業が交付決定の内容及び条件に照らして適正であると認めたときは、補助金の額を確定

し、報告者に通知する。 

（２）決算額の対象経費総額の３分の２が交付決定額を超える場合は交付決定額を確定額とし、

交付決定額を超えない場合はその額を確定額とする。ただし、本会が特に認めた場合はこの

限りでない。 

（３）決算において剰余金（繰越金）が生じた場合は、補助金から当該剰余金額を差し引いた額

を確定額とする。ただし、本会が特に認めた場合はこの限りでない。 

（４）下記に該当する場合は、交付決定の取り消し、交付決定額の減額及び交付済みの補助金の

返還を求めることがある。 

ア 対象事業を中止又は廃止した場合 

イ 報告書の提出を怠った場合 

ウ 提出書類に虚偽の記述を行った場合 

エ 事業補助の表示及び写真等の提出を怠った場合 

 

10 事業変更等 

（１）交付決定を受けた後に事業内容を変更する場合は、事前に書面で届け出をし、本会の承認

を得なければならない。ただし、補助金の額に影響がなく、補助金交付の目的及び条件に違

反しない変更であるときはこの限りでない。（事前に確認すること。） 

（２）補助金申請の取り下げ又は事業変更申請の様式は、必要に応じて当該申請者に送付する。 

 

11 事業補助の表示等 

（１）作成する実施（開催）要項、パンフレット、ポスター、ちらし等の印刷物及び看板には、 

「公益財団法人新潟県スポーツ協会補助事業」と表紙の適当な場所に明記すること。（印刷前

に原稿を本会にＦＡＸ又はメール送信し、確認を得ること。）ただし、交付決定以前において

事業を実施した場合はこの限りではない。 

（２）本会が各種啓発活動への協力を依頼した場合はこれに協力すること。 

 

 



【補助対象の範囲及び経理処理】 

対象経費（費目） 内      容 領収証等の整備要領 

謝 金 及 び 賃 金 ・講師、医師、看護師、役員、審判員、

運営係員、筆耕者等の謝金 

・警備員、交通誘導員等の賃金 

・団体（クラブ・協会等）への一括謝

礼（代表者受領）も可 

・講師等への土産代は対象外 

・受領者個人の領収証（支給内訳と

押印が必要）とする。 

・警備会社等に委託した場合は、そ

の領収証等とする。 

・審判等の謝金単価基準は特に設け

ないが、高額とならないこと。 

旅 費 

(交通費･宿泊費) 

・講師、招聘指導者、審判員等の宿泊

費及び交通費実費 

・交通費は、受領者個人の領収証（支

給内訳と押印が必要）とする。た

だし、交通費を直接業者（旅行代

理店等）に支払った場合は、その

領収証等とする。 

・宿泊費は、業者（ホテル･旅行代

理店等）又は施設管理者の発行す

る領収証等とする。 

賃 借 料 ・会場使用料（事前準備含む） 

・諸物品のレンタル料 

・業者又は公的機関の発行する領収

証等とする。 

（個人の領収証は認めない） 

消 耗 品 費 ・事務用、競技用消耗品 

・参加賞、表彰用品（カップ、トロフ

ィー等）の代金 

・写真代 

・コピー代 

・看板、演題、案内板等の作成費（看

板、賞状の個人への筆耕料は謝金に

計上） 

・係員等の弁当･お茶代 

・備品は対象外 

・反省会（懇親会）の飲食費及び事前

打合せ会の弁当代は対象外 

印 刷 製 本 費 ・大会要項、ポスター、プログラム、

賞状、講演会資料等の印刷費 

（印刷業者発注のものに限る） 

通 信 運 搬 費 ・切手代金、宅配料金 

・機材等の運搬料 

・電話、ＦＡＸ料金は対象外（業者設

置による臨時電話に係るものは対

象とすることができる） 

保 険 料 ・イベント参加者及び運営係員などを

対象とする傷害保険料等 

手 数 料 ・金融機関の振込手数料 

※事業実施に直接必要と認め難い経費は対象外とする。 

※上記費目以外で、本会が事業実施上必要と認めた経費は、対象経費とすることができる。 

※対象経費（費目）は、内容が同じであれば各団体の会計規則又は事業による費目も可とする。 

※領収証等の会計証拠書類は、事業実施団体（加盟団体）で責任をもって５年間保管すること。 

なお、領収証等は必要に応じて本会に提出してもらう場合がある。 

 

別 表 


